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ERP&SCMカンファレンス開催〜10年先を⾒据えた事業シナリオとは？⽇本企業に適した仮想環境を実現する垂直統合製品とは製品やソリューションを詳しく解説【週刊ITpro Special】【ビジネスに役⽴つ！】⽇経BP社が開催するIT関連セミナー情報はこちらITを活⽤した⾏政経営、⾏政サービス、業務改⾰の実務情報を紹介
経営のトピックス -PR-
⽶国では電⼦メールを証拠に出せない企業は罰せ
られる－－ジップリップのレオン社⻑2006/07/28市嶋 洋平＝⽇経コンピュータ　米ジップリップは送受信する電子メールを保存しておくアーカイブ用のサーバー「ZipLip UnifiedArchival Suite」を開発・販売しているベンチャー企業。1999年に同社を設立した、ジップリップのコン・レオン社長兼最高経営責任者に企業改革法（SOX法）の施行で電子メールの保存義務が進む米国での状況について聞いた。－－米国における電子メール・アーカイブの状況について教えてほしい。　4年前に米国ではSOX法が施行され、企業は原則として電子メールを7年間保存しなくてはならなくなった。　コストは想像以上にかかる。例えば、2万5000人の社員がいる企業で、一人当たり70通の電子メールを1日やり取りするとしよう。これが7年間の積み重ねでは、44億7000万通となる。これは、グーグルが検索用にインデックスしているドキュメント数と同程度というデータもある。この中から必要なメールを探すのは、極めて困難だ。－－電子メールの保存を巡り問題となったケースはあるのか。　昨年、いくつかの事例があった。米国の大手証券会社が、裁判所から電子メールを証拠として提出すように要請されたが、それに応じなかった。このため、最終的に14億5000ドル（1670億円）もの罰金を支払うこととなった。　この事件を契機に、企業の電子メールの保存に対する考え方が変わってきた。証拠である電子メールの提出を法的に要請された際、きちんと提出しなければ罰せられることがはっきりした。－－ジップリップ製品はどのような点が優れているのか。　大きく分けて二つある。一つはテラバイト級にもなる大容量データの扱いだ。重複するファイルがある場合、それぞれのデータを保存せず、元のデータに対するリンクだけを保持するようにしている。また、膨大な数のドキュメントの中から、類似する文書を的確に検索できるエンジンを搭載している。　もう一つが開発体制だ。当社は文書のフォーマット変換以外は、すべて自社でソフトを開発している。他者は、外部のベンダーからソフトのライセンスを受けて、それを組み合わせて製品を組み上げている。他社からのライセンスだと、プログラムの中身が分からない。迅速な開発が難しいだろう。－－顧客の採用状況や、日本での展開は。　現在、100以上のユーザーがいる。最近、世界の5大銀行の一つで導入した。2

ITベンダー24社、トップ年頭所感「グローバルにクラウドビジネス拡⼤」、富⼠通 ⼭本 正已 代表取締役社⻑「総合⼒を駆使しビッグデータを活⽤」、NEC遠藤 信博 代表取締役執⾏役...「社会イノベーション事業で新たな価値を創造」、⽇⽴製作所 中⻄ 宏明 執...「⾃らの変⾰経験を基に成⻑と競争⼒強化を⽀援」、⽇本IBM マーティン・...「リアルタイム経営へイノベーションを⽀援」、SAPジャパン 安斎 富太郎 ...【中澤進の「IFRS動向を読む」】IFRS採⽤に関する⽇本の主体性を望む【ニュース】中外製薬がIFRS任意適⽤、2013年12⽉期決算から【中澤進の「IFRS動向を読む」】中澤進の「IFRS動向を読む」【ニュース】楽天がIFRS任意適⽤、正式表明は10社目【中澤進の「IFRS動向を読む」】IFRS導⼊の可否を決めなかった⽶国（上）拠点の増加に振り回されないシステムとは？もう失敗しないITベンダー選び特集サイト「既成概念を打ち破る」更新中Changing CONVENTIONSグローバル展開に最適なITパートナーとはグローバルビジネスを⽀えるクラウド選ばれるクラウド企業の決定的な違いとは？ベストサービス/ベストブランド企業に聞く >>週刊ITpro Special
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UX CompetitionWin Server 2012会員100万⼈企画ITアーキテクトの視点ネット技術者倶楽部Android開発⽇経コンピュータ⽇経情報ストラテジー⽇経SYSTEMS⽇経コミュニケーション⽇経NETWORK⽇経ソフトウエア⽇経Linux⽇経ニューメディア

ログインしていません 会員登録｜ログイン   詳細検索⽇経BP社は2014年4⽉⼊社の新卒社員を募集中！ 新しいユーザー体験を！ITpro ＞ 経営 ＞ 国際会計基準（IFRS）

経営の最新記事 >>⼀覧

マネジメント ピックアップコンテンツ -PR-
注目のトピックス -PR-OpenFlowで異種ネットを統合、運⽤コスト抑制と業務効率の改善を狙う《1/29 東京開催!》
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Tweet
万5000ものユーザーで1日に合計100万通もの電子メールをやり取りしている、という環境で使われる。　この春に日本SGIから出資を受け、日本市場での売り込みを強化している。日本の顧客で約8000ユーザーで利用するという事例が出てきている。関連記事【主役交代〜ITの未来はOSSが決める】OSSが新市場を創る(2012/10/16)【US NEWSの裏を読む】うわさに頭悩ますApple、Cook CEOには故Jobs⽒の役回りは荷が重すぎるのか(2012/08/02)【ビッグデータ処理を⾃宅で体感！「Hive/Pig」徹底解説】［2］AmazonのレビューをPigで集計する(2012/06/18)【記者の眼】HDDが買えないならZFSを使えばいいのに(2012/02/09)アップル、「ガラスを曲げる」特許を取得（WIRED.jp） (07:00)⾃動⾞にNFC、スマートフォンで制御：ヒュンダイ（WIRED.jp） (07:00)【国際教養⼤学】グローバル⼈材の育成を目指し、ICT活⽤も国際⾊豊かに (07:00)エレコム、Windows 8/RTのジェスチャー機能に対応したワイヤレスタッチパッド(2013/01/03)おすすめの記事 from ITpro ActiveLogAuditor Mail Saver実績重視でメールサーバーアプライアンス、スパム対策、アーカイブは別システムで実現メールアーカイブ「WISE Audit」の特徴と機能
この記事に対するつぶやき　（自分もつぶやく）
@nikkeibpITpro

新しいコメント機能について関連キーワード
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コスト削減だけではない！ これからのIT投資術企業が新たな価値を⽣み出すIT投資のポイントは《コチラ》>>週刊ITpro Special
Twitterもチェック

注目の書籍好評発売中！
クラウド・ソーシャル・ビッグデータ…進化するユーザや社会のニーズを変⾰のチャンスに変える■ 電⼦メール向けセキュリティ市場が２０１３年に２８４億円電⼦メール２割の企業がメールの私的利⽤を制限せず 最新ニュース 記事⼀覧へ >>

今週のトピックス「技術で勝る⽇本が、なぜ事業で負けるのか」妹尾堅⼀郎⽒講演はこちらネットワーク「仮想化」の威⼒を体験する⼀⽇ 【事前登録受付中】システム導⼊の意思決定に役⽴つ資料、情報が⼿軽に⼊⼿可能！中国とアジアでのビジネス展開において、知っておくべきIT事情とはITを活⽤した⾏政経営、⾏政サービス、業務改⾰の実務情報を紹介製品やソリューションを詳しく解説【週刊ITpro Special】Android を活⽤したサービスやアプリケーションの先進動向を紹介
-PR-

スペシャルピックアップコンテンツ -PR-

強い「IT職場」の鍵は⼥性にありIT関連の職場で⼥性の活⽤・登⽤に⼒を⼊れる企業が増えている。少⼦⾼齢化の中で労働⼒を確保すること、優秀な社員の流出を防ぐことなどが直接の狙いだ。だがその本質は、創造⼒にあふれ効率的な職場を実現することにある。⼥性活⽤に挑む企業の最新動向から、「強いIT職場」作りの勘所を探る。（ ⽇経コンピュータ 2012年12⽉20⽇号より ）トップへの提案営業⼒養成講座ITの提案営業を成功させるには、顧客の課題を共有しその提案をまとめる⼒と、予算化権限を持った経営陣へのアプローチが必要です。決裁権者の信頼を得るために必要なスキルやテクニックと、新規顧客開拓の成功率を⾶躍的に上げるメソッドを、営業現場の第⼀線で実践し、成果を上げている講師が徹底指導します。⽇時：2013年2⽉12⽇（⽕）,13⽇（⽔）,3⽉14⽇（⽊）場所：アーバンネット神⽥カンファレンス（東京・神⽥）料⾦：149,800円（税込）
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アーカイブ SOX法 改正公認会計⼠法 組織単位（OU）新たな価値を⽣み出す≪IT投資術≫とは？連載拠点の増加に振り回されないシステムとは？特集サイト「既成概念を打ち破る」更新中スパコン技術のビジネス活⽤は始まっているビッグデータ技術をバッチ処理⾼速化に適⽤スマーター・フィッシュで⽔産業が変わる！Windows Server 2012で変わるIT基盤インタビューITとBPOの「組み合わせ⽅」で成否が決まる企業TOPが語るスマートシティ戦略解説プリンタ・プロジェクタの最新情報はこちらグローバル展開に最適なITパートナーとは新登場！Linux専⽤サーバの強みを徹底検証

選ばれるクラウド企業の決定的な違いとは？最新スマホが搭載5GHz無線LAN導⼊の秘訣新たな価値を⽣み出す≪IT投資術≫とは？対談：SAP HANAがもたらすイノベーション製品＆サービス企業の情報セキュリティ、ここがポイント！注目される垂直統合型製品、選択の基準は？セミナーレポート先進事例に学ぶデータセンター選びの勘所新技術を駆使しビジネス価値を⽣むには？事例トヨタの新サービス開発／直⾯した試練とはタブレット導⼊で満⾜度向上を狙うJ1覇者
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